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担軽減等の観点から，テレワークを行う場合に支給する新たな手当につ

いて，具体的な枠組みの検討を進め,通勤手当の取扱いを含め，措置内容

をまとめることを報告しており，本人事委員会としては，国の動向を注

視していく必要がある。 

 

⑶ 給与勧告実施の要請 

人事委員会の勧告は，労働基本権が制約されている公務員に対し，社会 

一般の情勢に適応した給与を確保する機能を有するものである。この制度 

が適正に機能することは，将来にわたり効率的な公務運営を維持し，その 

ために必要とされる有為な人材を確保・育成していくための基盤となるも 

のである。 

本人事委員会は，本年の職員給与と民間給与との較差等を踏まえた月例 

給及び特別給の引上げ並びに情報職の処遇改善を求めるものである。 

職員におかれては，改めて全体の奉仕者であることを自覚し，県民の信 

頼と負託に応えるよう，職務に精励されることを要望する。 

県議会及び知事におかれては，人事委員会の勧告制度が果たしている役 

割に理解を示され，この勧告を実施されるよう要請する。 

 

 

 

 

勧       告 

 

 

 本人事委員会は，職員の給与について，次のとおり改定するための措置 

をとることを勧告する。 

 

１ 令和４年４月の公民の給与較差等に基づく給与改定の内容 

⑴  職員の給与に関する条例（昭和26年広島県条例第22号）の改正 

ア 給料表 

現行給料表を別表１から別表５までのとおり改定すること。 

イ 勤勉手当 

(ｱ) 特定幹部職員以外の職員 

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.0月分

（再任用職員にあっては，それぞれ0.475月分）とすること。 

(ｲ) 特定幹部職員 

６月及び12月に支給される勤勉手当の支給割合をそれぞれ1.2月分

（再任用職員にあっては，それぞれ0.575月分）とすること。 

 

⑵ 市町立学校職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和

28年広島県条例第49号）の改正 

現行給料表を別表６のとおり改定すること。 

 

⑶  一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成14年広島県条例第１

号）の改正 

ア 給料表 

現行給料表を別表７のとおり改定すること。 

イ 期末手当 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.475月分

別 紙 ２ 
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とすること。 

 

⑷  一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年広島県条例第１号） 

の改正 

ア 給料表 

現行給料表を別表８のとおり改定すること。 

イ 期末手当 

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.475月分

とすること。 

 

２ 給与制度をめぐる諸課題の内容 

初任給調整手当を次のとおり改定すること。 

  情報に関する高度な専門的知識を必要とし，かつ，採用による欠員の補充

が困難であると認められる職で人事委員会規則で定めるものに新たに採用さ

れた職員に対して，月額 50,000 円を超えない範囲内の額を，採用の日から 10

年以内の期間支給すること。 

 

３ 改定の実施時期等 

⑴ 改定の実施時期 

この改定は，令和４年４月１日から実施すること。ただし，２について

は，令和５年４月１日から実施すること。 

 

⑵ その他所要の措置 

この改定に伴い，所要の措置を講じること。 
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